
東京海上日動フィナンシャル生命保険株式会社

平成24年3月期（平成23年度）第2四半期（上半期）業績のお知らせ

【図１】保有契約高の推移

（注）

【図２】新契約高の推移

（注）個人年金保険の金額は新契約時における基本保険金額です。

【図３】総資産の推移

平成23年11月18日

東京海上日動フィナンシャル生命保険株式会社（社長 八木
や ぎ

孝
たかし

）の平成24年3月期第2四半期

（上半期）（平成23年4月1日～平成23年9月30日）の業績をお知らせいたします。

個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払
開始時における年金原資として算出した金額と年金支払開始
後契約の責任準備金を合計したものです。

＜当社の格付（平成23年11月18日現在）＞

(株)格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）

保険金支払能力格付 ＡＡ＋
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保有契約(個人保険･個人年金保険合計)につい
ては、件数は507千件(前年度末比99.0％)、契
約高は 2兆7,157億円(同97.9％)となりました
【図１】。
新契約(個人保険･個人年金保険合計)について
は、件数は1.3千件(前年同期比6.3％)、契約
高は66億円(同6.7％)と、前年同期比で減少し
ました【図２】。

総資産は、2兆642億円(前年度末2兆2,630億
円)となり、前年度末比91.2％と減少しました
【図３】。

保険金等の支払能力の充実の状況を示すソルベ
ンシー・マージン比率は865.9%と、十分な水準
を確保しています。

平成23年5月発売の「ターゲットファイブ」
（変額個人年金保険GF(Ⅶ型））を新たに3金
融機関で販売開始しました。
本商品は、最低年金原資保証の水準を抑える
一方で、特別勘定の運用効率や自在性を高め
るなど、より運用に重点をおいた商品です。
お客様のより積極的な運用ニーズに応える、
新たなカテゴリーの変額個人年金保険として
販売して参ります。

１.契約の状況（主要業績）

２.総資産の状況

３.健全性の指標

４.トピックス
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１．主要業績

（１）保有契約高及び新契約高

・保有契約高 （単位：千件、億円、％）

平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

件 数 金 額 件 数 金 額
区 分

前年度末比 前年度末比

個 人 保 険 36 2,845 36 98.1 2,784 97.8

個 人 年 金 保 険 475 24,900 471 99.1 24,373 97.9

団 体 保 険 - - - - - -

団 体 年 金 保 険 - - - - - -

（注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資として算出した金額

と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

・新契約高 （単位：千件、億円、％）

平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期）

件 数 金 額 件 数 金 額区 分

新契約
転換による

純増加

前年

同期比

前年

同期比
新契約

転換による

純増加

個 人 保 険 - - - - - - - - - -

個 人 年 金 保 険 20 993 993 - 1 6.3 66 6.7 66 -

団 体 保 険 - - - - - - - - - -

団 体 年 金 保 険 - - - - - - - - - -

（注）１．当社においては、転換制度を設けていません。

２．個人年金保険の金額は新契約時における基本保険金額です。
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（２）年換算保険料

・保有契約 （単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末 前年度末比

個 人 保 険 3,892 3,791 97.4

個 人 年 金 保 険 260,865 258,378 99.0

合 計 264,757 262,169 99.0

うち医療保障・生前給付保障等 52 50 96.8

・新契約 （単位：百万円、％）

区 分
平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期） 前年同期比

個 人 保 険 - - -

個 人 年 金 保 険 9,931 1,332 13.4

合 計 9,931 1,332 13.4

うち医療保障・生前給付保障等 - - -

（注）１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり

の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２．医療保障・生前給付保障等とは、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定

疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等

を事由とするものを含む）等に該当する保障です。

（３）主要収支項目 （単位：百万円、％）

区 分
平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期） 前年同期比

保 険 料 等 収 入 103,420 10,725 10.4

資 産 運 用 収 益 2,165 1,352 62.4

保 険 金 等 支 払 金 72,062 57,860 80.3

資 産 運 用 費 用 86,082 135,424 157.3

（４）総資産 （単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末 前年度末比

総 資 産 2,263,019 2,064,256 91.2



東京海上日動フィナンシャル生命保険株式会社3

２．一般勘定資産の運用状況

（１）運用環境

平成２３年度第２四半期(上半期)のわが国の景気は、東日本大震災の影響による製造業の生産面の

制約が和らぎ、経済活動は持ち直しの傾向を示しました。一方、海外経済活動については、米国の財

政支出抑制の影響、欧州財政問題の影響、新興国の金融引締めの継続等を受け、減速感が広がる状況

となりました。輸出については震災後に急回復し持ち直しの動きを継続しました。企業業績について

は震災の影響等で減益の見込みとなるも、設備投資については被災した設備の修復等もあり緩やかに

増加しました。また、雇用・所得環境については引き続き厳しいものの、アナログ放送終了前のテレ

ビの駆け込み需要や節電需要等を受け、個人消費については持ち直しました。

日本１０年国債の利回りは、期初１.２％程度で始まり、８月上旬まで低下傾向を示し一時０.９％

台に達しました。その後、ほぼ横ばいで推移し、９月末には１.０％台の水準となりました。

日経平均株価は、期初９,７００円台で始まり、７月まで１０,０００円を挟んで横ばいで推移した

後、下落傾向をたどりました。９月には一時８,３００円台に達する局面もありましたが、９月末は

８,７００円台となりました。

ドル／円の為替相場は、期初８２円程度で始まった後、円高傾向をたどり、９月には一時７６円台

に達する局面もありました。９月末は７７円台の水準となりました。

（２）運用方針

当社の一般勘定は主に会社の資本部分であることから、安全性および流動性を重視し、期間６ヶ

月以内の国庫短期証券およびコールローン運用の比率を高めに維持しつつ、余裕資金の一部を中長

期国債に投資しました。また、当社の主力商品である変額年金保険の最低保証リスクをコントロー

ルするため、株価指数プットオプションを保有しています。

（３）運用実績の概況

平成２３年度第２四半期(上半期)末の一般勘定資産残高は、前期末より９２億円減少し、６４８億

円となりました。当上半期の資産残高減少は、主に劣後特約付借入金１００億円を返済したことによ

ります。

一般勘定資産の運用損益は、資産運用収益である利息配当収入、有価証券売却益と金融派生商品収

益等から資産運用費用である支払利息を控除した結果、１２億円となりました。
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３．資産運用の実績（一般勘定）

（１）資産の構成 （単位：百万円、％）

平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末区 分

金 額 占 率 金 額 占 率

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン 20,716 28.0 8,748 13.5

買 現 先 勘 定 - - - -

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 - - - -

買 入 金 銭 債 権 - - - -

商 品 有 価 証 券 - - - -

金 銭 の 信 託 - - - -

有 価 証 券 40,511 54.7 42,540 65.6

公 社 債 40,511 54.7 42,540 65.6

株 式 - - - -

外 国 証 券 - - - -

公 社 債 - - - -

株 式 等 - - - -

そ の 他 の 証 券 - - - -

貸 付 金 2,697 3.6 2,699 4.2

不 動 産 123 0.2 108 0.2

繰 延 税 金 資 産 - - - -

そ の 他 9,988 13.5 10,723 16.5

貸 倒 引 当 金 △0 △0.0 △0 △0.0

合 計 74,037 100.0 64,819 100.0

う ち 外 貨 建 資 産 - - - -

（２）資産の増減 （単位：百万円）

区 分
平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期）

現 預 金 ･ コ ー ル ロ ー ン △3,567 △11,967

買 現 先 勘 定 - -

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 - -

買 入 金 銭 債 権 - -

商 品 有 価 証 券 - -

金 銭 の 信 託 - -

有 価 証 券 1,873 2,028

公 社 債 1,873 2,028

株 式 - -

外 国 証 券 - -

公 社 債 - -

株 式 等 - -

そ の 他 の 証 券 - -

貸 付 金 108 2

不 動 産 △15 △15

繰 延 税 金 資 産 - -

そ の 他 1,749 735

貸 倒 引 当 金 0 0

合 計 148 △9,217

う ち 外 貨 建 資 産 - -
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（３）資産運用収益 （単位：百万円）

区 分
平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期）

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 154 149

預 貯 金 利 息 1 0

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 110 108

貸 付 金 利 息 34 35

不 動 産 賃 貸 料 - -

そ の 他 利 息 配 当 金 7 4

商 品 有 価 証 券 運 用 益 - -

金 銭 の 信 託 運 用 益 - -

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 - -

有 価 証 券 売 却 益 38 45

国 債 等 債 券 売 却 益 38 45

株 式 等 売 却 益 - -

外 国 証 券 売 却 益 - -

そ の 他 - -

有 価 証 券 償 還 益 - -

金 融 派 生 商 品 収 益 1,972 1,157

為 替 差 益 - -

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 - 0

そ の 他 運 用 収 益 - -

合 計 2,165 1,352

（４）資産運用費用 （単位：百万円）

区 分
平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期）

支 払 利 息 48 61

商 品 有 価 証 券 運 用 損 - -

金 銭 の 信 託 運 用 損 - -

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 - -

有 価 証 券 売 却 損 - -

国 債 等 債 券 売 却 損 - -

株 式 等 売 却 損 - -

外 国 証 券 売 却 損 - -

そ の 他 - -

有 価 証 券 評 価 損 - -

国 債 等 債 券 評 価 損 - -

株 式 等 評 価 損 - -

外 国 証 券 評 価 損 - -

そ の 他 - -

有 価 証 券 償 還 損 - -

金 融 派 生 商 品 費 用 - -

為 替 差 損 0 -

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - -

貸 付 金 償 却 - -

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費 - -

そ の 他 運 用 費 用 - -

合 計 48 61
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（５）売買目的有価証券の評価損益

該当ありません。

（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）

（単位：百万円）

平成２２年度末 平成２３年度第２四半期（上半期）末

差損益 差損益区 分
帳 簿 価 額 時 価

差益 差損
帳 簿 価 額 時 価

差益 差損

満 期 保 有 目 的 の 債 券 - - - - - - - - - -

責 任 準 備 金 対 応 債 券 - - - - - - - - - -

子会社・関連会社株式 - - - - - - - - - -

そ の 他 有 価 証 券 40,148 40,511 363 365 2 42,049 42,540 490 492 1

公 社 債 40,148 40,511 363 365 2 42,049 42,540 490 492 1

株 式 - - - - - - - - - -

外 国 証 券 - - - - - - - - - -

公 社 債 - - - - - - - - - -

株 式 等 - - - - - - - - - -

そ の 他 の 証 券 - - - - - - - - - -

買 入 金 銭 債 権 - - - - - - - - - -

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - -

そ の 他 - - - - - - - - - -

合 計 40,148 40,511 363 365 2 42,049 42,540 490 492 1

公 社 債 40,148 40,511 363 365 2 42,049 42,540 490 492 1

株 式 - - - - - - - - - -

外 国 証 券 - - - - - - - - - -

公 社 債 - - - - - - - - - -

株 式 等 - - - - - - - - - -

そ の 他 の 証 券 - - - - - - - - - -

買 入 金 銭 債 権 - - - - - - - - - -

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - -

そ の 他 - - - - - - - - - -

・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は保有していません。

（７）金銭の信託の時価情報

該当ありません。



東京海上日動フィナンシャル生命保険株式会社7

４．中間貸借対照表

（単位：百万円、％）

平成２２年度末
要約貸借対照表

（平成２３年３月３１日現在）

平成２３年度
中間会計期間末

（平成２３年９月３０日現在）

期 別

科 目
金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 37,984 1.7 32,783 1.6

コ ー ル ロ ー ン 11,900 0.5 5,000 0.2

有 価 証 券 2,190,848 96.8 2,004,950 97.1

国 債 61,344 61,888

外 国 証 券 11,979 11,353

そ の 他 の 証 券 2,117,524 1,931,709

貸 付 金 2,697 0.1 2,699 0.1

保 険 約 款 貸 付 2,697 2,699

有 形 固 定 資 産 216 0.0 223 0.0

無 形 固 定 資 産 2 0.0 2 0.0

代 理 店 貸 0 0.0 0 0.0

再 保 険 貸 285 0.0 299 0.0

そ の 他 資 産 19,084 0.8 18,296 0.9

貸 倒 引 当 金 △0 △0.0 △0 △0.0

資 産 の 部 合 計 2,263,019 100.0 2,064,256 100.0

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金 2,220,682 98.1 2,035,177 98.6

支 払 備 金 2,623 2,890

責 任 準 備 金 2,218,058 2,032,287

代 理 店 借 132 0.0 97 0.0

再 保 険 借 2,911 0.1 2,921 0.1

そ の 他 負 債 16,993 0.8 2,901 0.1

未 払 法 人 税 等 8 4

そ の 他 の 負 債 16,984 2,896

退 職 給 付 引 当 金 126 0.0 142 0.0

特 別 法 上 の 準 備 金 42 0.0 46 0.0

価 格 変 動 準 備 金 42 46

繰 延 税 金 負 債 131 0.0 177 0.0

負 債 の 部 合 計 2,241,019 99.0 2,041,463 98.9

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 48,000 2.1 48,000 2.3

資 本 剰 余 金 33,000 1.5 33,000 1.6

資 本 準 備 金 33,000 33,000

利 益 剰 余 金 △59,231 △2.6 △58,520 △2.8

そ の 他 利 益 剰 余 金 △59,231 △58,520

繰 越 利 益 剰 余 金 △59,231 △58,520

株 主 資 本 合 計 21,768 1.0 22,479 1.1

その他有価証券評価差額金 232 0.0 313 0.0

評価・換算差額等合計 232 0.0 313 0.0

純 資 産 の 部 合 計 22,000 1.0 22,792 1.1

負債及び純資産の部合計 2,263,019 100.0 2,064,256 100.0
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５．中間損益計算書

（単位：百万円）

平成２２年度

中間会計期間

平成２２年４月 １日から

平成２２年９月３０日まで

平成２３年度

中間会計期間

平成２３年４月 １日から

平成２３年９月３０日まで

期 別

科 目

金 額 金 額

経 常 収 益 161,980 198,295

保 険 料 等 収 入 103,420 10,725

保 険 料 102,241 9,359

再 保 険 収 入 1,179 1,366

資 産 運 用 収 益 2,165 1,352

(うち利息及び配当金等収入) ( 154) ( 149)

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 38) ( 45)

(うち金融派生商品収益) ( 1,972) ( 1,157)

そ の 他 経 常 収 益 56,394 186,217

( う ち 支 払 備 金 戻 入 額 ) ( 487) ( -)

(うち責任準備金戻入額) ( 55,193) ( 185,771)

経 常 費 用 165,635 197,572

保 険 金 等 支 払 金 72,062 57,860

保 険 金 8,847 9,854

年 金 424 1,167

給 付 金 4 2

解 約 返 戻 金 32,071 23,713

そ の 他 返 戻 金 8,261 85

再 保 険 料 22,452 23,036

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 - 266

支 払 備 金 繰 入 額 - 266

資 産 運 用 費 用 86,082 135,424

( う ち 支 払 利 息 ) ( 48) ( 61)

(うち特別勘定資産運用損) ( 86,034) ( 135,363)

事 業 費 6,813 3,798

そ の 他 経 常 費 用 677 222

経 常 利 益 △3,655 722

特 別 利 益 1 -

特 別 損 失 61 7

税 引 前 中 間 純 利 益 △3,715 715

法 人 税 及 び 住 民 税 4 4

法 人 税 等 合 計 4 4

中 間 純 利 益 △3,719 711
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６．中間株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

平成２２年度 平成２３年度

中間会計期間 中間会計期間

株主資本

資本金

当期首残高 48,000 48,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 - -

当中間期末残高 48,000 48,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 33,000 33,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 - -

当中間期末残高 33,000 33,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △56,731 △59,231

当中間期変動額

中間純利益 △3,719 711

当中間期変動額合計 △3,719 711

当中間期末残高 △60,451 △58,520

株主資本合計

当期首残高 24,268 21,768

当中間期変動額

中間純利益 △3,719 711

当中間期変動額合計 △3,719 711

当中間期末残高 20,548 22,479

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 215 232

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 176 81

当中間期変動額合計 176 81

当中間期末残高 392 313

純資産合計

当期首残高 24,484 22,000

当中間期変動額

中間純利益 △3,719 711

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 176 81

当中間期変動額合計 △3,543 792

当中間期末残高 20,941 22,792

期 別
科 目 平成２３年４月 １日から

平成２３年９月３０日まで

平成２２年４月 １日から

平成２２年９月３０日まで
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注 記 事 項
（中間貸借対照表関係）

平成23年度中間会計期間末

1． 会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準および評価方法

有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法(売却原価の算定は移動平均法)、その他有価証券につ

いては、9月末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)によっております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

(2) デリバティブ取引の評価基準および評価方法

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

(3) 有形固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却は、次の方法により年間見積額を期間により按分し計上しております。

①平成 19 年 3月 31 日以前に取得したもの 旧定率法によっております。

②平成 19 年 4月 1日以降に取得したもの 定率法によっております。

(4) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、9月末日の為替相場により円換算しております。

(5) 引当金の計上方法

①貸倒引当金

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、個別資産毎に回収可能性を査定し、回収可

能性に重大な懸念があると判断した金額を計上しております。また、上記以外の債権については、過去の一定期

間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。すべての債権は、資産

の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査

しており、その査定結果に基づいて引当を行っております。

②退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設

定に関する意見書」平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に基づく小規模企業等における簡便法を採用し、当中

間期末要支給額を計上しております。

(6) 価格変動準備金の計上方法

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。

(7) リース取引の処理方法

リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(8) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等

のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外の

ものについては、当中間期に費用処理しております。

(9) 責任準備金の積立方法

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算

しております。

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48 号）

②標準責任準備金の対象とならない契約については、保険業法施行規則第 69 条第 4項第 2号または第 3号に定

める方式

2． 会計上の変更、過去の誤謬の訂正

当中間会計期間より、保険業法施行規則の改正に伴い、以下のとおり表示方法を変更しております。

(1) 損益計算書において、従来、特別利益に表示していた貸倒引当金戻入額を、資産運用収益に含めて表示しており

ます。

(2) 株主資本等変動計算書において、従来、前期末残高と表示していたものを、当期首残高として表示しております。

3． 主な金融資産および金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預貯金 32,783 32,783 -

(2)コールローン 5,000 5,000 -

(3)有価証券 2,004,950 2,004,950 -

売買目的有価証券 1,962,410 1,962,410 -

その他有価証券 42,540 42,540 -

(4)金融派生商品(*1) 9,203 9,203 -

ヘッジ会計が適用されていないもの 9,203 9,203 -

(*1)その他資産およびその他負債に計上している金融派生商品を一括して表示しております。金融派生商品によ
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って生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(1) 現金及び預貯金、(2)コールローン

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していると考えられることから、当該帳簿価額を時価

としております。

(3) 有価証券

これらの時価については、9月末日の市場価格等によっております。

(4) 金融派生商品

①為替予約取引の時価については、公表されている市場金利と評価日の為替レートを使用し算出した価格によっ

ております。

②株価指数オプションの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、保険約款貸付（貸借対照表計上額 2,699 百万円）については、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの

特性により返済期限を設けておらず、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることができないため、時価開示の対

象とはしておりません。

4． 貸付金のうち、延滞債権額は 1 百万円であります。なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債

権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

5． 有形固定資産の減価償却累計額は 461 百万円であります。

6． 保険業法第 118 条に規定する特別勘定資産の額は 2,002,379 百万円であります。なお、負債の額も同額であります。

7． 中間貸借対照表に計上した有形固定資産の他、リース契約により使用している重要な有形固定資産として電子計算機

があります。

8． 保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支

払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 607 百万円であり、同規則第 71 条第 1項に規定する再保険を付した

部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 507,618 百万円であります。

9． ストック・オプションに関する事項は、以下のとおりであります。

(1) ストック・オプションに係る当中間期における費用計上額および科目名

事業費 8百万円

(2) 当中間期に付与したストック・オプションの内容

当社の親会社である東京海上ホールディングス㈱より、当社の取締役および執行役員に対して株式報酬型スト

ック・オプションが付与されており、当社は自社負担額のうち当中間期末までに発生した額を報酬費用として計

上しております。

10. 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末における当社の今後の負担見積額は

6,315 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

11. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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注 記 事 項
（中間損益計算書関係）

平成23年度中間会計期間

1. 有価証券売却益は全額、国債等債券によるものであります。

2. 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 50 百万円、責任準備金戻入額の計算上、足し上

げられた出再責任準備金繰入額の金額は 127,509 百万円であります。

3. 利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。

預 貯 金 利 息 0百万円

有価証券利息・配当金 108 百万円

貸 付 金 利 息 35 百万円

そ の 他 利 息 配 当 金 4百万円

計 149 百万円

4. 1 株当たり中間純利益は 740 円 79 銭であります。

5. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

（中間株主資本等変動計算書関係）

平成23年度中間会計期間

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）

当期首

株式数

当中間期

増加株式数

当中間期

減少株式数

当中間期末

株式数

発行済株式

普通株式 960 - - 960

合計 960 - - 960

2. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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７．経常利益等の明細（基礎利益）

（単位：百万円）

平成２２年度

第２四半期（上半期）

平成２３年度

第２四半期（上半期）

基礎利益 Ａ △6,032 △2,707

キャピタル収益 2,010 1,203

金銭の信託運用益 - -

売買目的有価証券運用益 - -

有価証券売却益 38 45

金融派生商品収益 1,972 1,157

為替差益 - -

その他キャピタル収益 - -

キャピタル費用 0 -

金銭の信託運用損 - -

売買目的有価証券運用損 - -

有価証券売却損 - -

有価証券評価損 - -

金融派生商品費用 - -

為替差損 0 -

その他キャピタル費用 - -

キャピタル損益 Ｂ 2,010 1,203

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ △4,022 △1,504

臨時収益 367 2,227

再保険収入 - -

危険準備金戻入額 367 2,227

個別貸倒引当金戻入額 - 0

その他臨時収益 - -

臨時費用 - -

再保険料 - -

危険準備金繰入額 - -

個別貸倒引当金繰入額 - -

特定海外債権引当勘定繰入額 - -

貸付金償却 - -

その他臨時費用 - -

臨時損益 Ｃ 367 2,227

経常利益 Ａ＋Ｂ＋Ｃ △3,655 722
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８．債務者区分による債権の状況

（単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 6 1

危険債権 - -

要管理債権 12 -

小計 19 1

（対合計比） （ 0.7 ） （ 0.1 ）

正常債権 2,703 2,720

合計 2,722 2,722

(注) １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金と

は、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲

げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸

付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。

４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲

げる債権以外のものに区分される債権です。

５．上記債権額は、保険約款貸付及びその未収利息です。

９.リスク管理債権の状況

（単位：百万円、％）

区 分 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

破綻先債権額 - -

延滞債権額 6 1

３ヵ月以上延滞債権額 12 -

貸付条件緩和債権額 - -

合計 19 1

（貸付残高に対する比率） （ 0.7 ） （ 0.1 ）

(注) １．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不

計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒

産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上

記に準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。

３．３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延しているも

ので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。

４．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債

権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

５. 上記債権額は全額、保険約款貸付です。
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１０．ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

項 目 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 79,547 66,593

資本金等 21,768 22,479

価格変動準備金 42 46

危険準備金 19,791 17,564

一般貸倒引当金 0 0

その他有価証券の評価差額×９０％

（マイナスの場合１００％）
327 441

土地の含み損益×８５％

（マイナスの場合１００％）
- -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 29,617 26,061

負債性資本調達手段等 8,000 -

控除項目 - -

その他 - -

リスクの合計額

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR  （Ｂ）
13,701 15,379

保険リスク相当額 Ｒ1 129 128

第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 45 45

予定利率リスク相当額 Ｒ2 2 2

資産運用リスク相当額 Ｒ3 6,056 7,936

経営管理リスク相当額 Ｒ4 404 452

最低保証リスク相当額 Ｒ7 7,237 6,986

ソルベンシー・マージン比率

（Ａ）

（１／２）×（Ｂ）

1,161.1％ 865.9％

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条および第１９０条、平成

８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。

２．最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いています。

【参考】実質純資産額

（単位：百万円）

項 目 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

実質純資産額 71,583 66,642

（注）上記は、保険業法第１３２条第２項に規定する区分等を定める命令および平成１１年金融監督庁・大蔵

省告示第２号の規定に基づいて算出しています。

×１００
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（参考）新基準によるソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

項 目 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 79,547 66,593

資本金等 21,768 22,479

価格変動準備金 42 46

危険準備金 19,791 17,564

一般貸倒引当金 0 0

その他有価証券の評価差額×９０％

（マイナスの場合１００％）
327 441

土地の含み損益×８５％

（マイナスの場合１００％）
- -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 29,617 26,061

負債性資本調達手段等 8,000 -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負

債性資本調達手段等のうち、マージンに算入され

ない額

- -

控除項目 - -

その他 - -

リスクの合計額

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR  （Ｂ）
14,104 15,510

保険リスク相当額 Ｒ1 129 128

第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 45 45

予定利率リスク相当額 Ｒ2 3 3

資産運用リスク相当額 Ｒ3 6,583 8,489

経営管理リスク相当額 Ｒ4 415 456

最低保証リスク相当額 Ｒ7 7,100 6,558

ソルベンシー・マージン比率

（Ａ）

（１／２）×（Ｂ）
1,127.9％ 858.7％

（注）１．平成２２年内閣府令第２３号、平成２２年金融庁告示第４８号により、ソルベンシー・マージ

ン総額およびリスクの合計額の算出基準について一部変更（マージン算入の厳格化、リスク計

測の厳格化・精緻化等）がなされております。当該変更は平成２３年度末から適用されます。

上記は、仮に当該変更を平成２２年度末および平成２３年度第２四半期（上半期）末に適用し

たと仮定した場合の数値です。

２．最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いています。

×１００
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１１．特別勘定の状況

（１）特別勘定資産残高の状況

（単位：百万円）

区 分 平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末

個 人 変 額 保 険 37,005 33,363

個 人 変 額 年 金 保 険 2,155,254 1,969,016

団 体 年 金 保 険 - -

特 別 勘 定 計 2,192,259 2,002,379

（２）保有契約高

・個人変額保険 （単位：千件、百万円）

平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末区 分

件 数 金 額 件 数 金 額

変 額 保 険 （ 有 期 型 ） 2 17,444 2 16,510

変 額 保 険 （ 終 身 型 ） 33 261,600 33 256,902

合 計 36 279,044 35 273,412

・個人変額年金保険 （単位：千件、百万円）

平成２２年度末
平成２３年度

第２四半期（上半期）末区 分

件 数 金 額 件 数 金 額

個 人 変 額 年 金 保 険 475 2,483,312 470 2,430,642

合 計 475 2,483,312 470 2,430,642

１２．保険会社及びその子会社等の状況

該当ありません。


